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２ 主な修正点について 

１ 地震災害対策編，津波災害対策編，風水害等災害対策編共通の修正 

 （２） 「平成28年台風第10号災害を踏まえた課題と対策の在り方(報告）」等を踏まえた修正   

  ○ 港湾管理者及び漁港管理者による緊急通行車両の通行確保 
      災害対策基本法の改正に基づき，防災基本計画において，緊急通行車両の妨げとなる車両の運転者への命令， 
    運転者不在時の車両の移動等，道路管理者の行う緊急通行車両の通行を確保するための措置について，港湾 
       管理者，漁港管理者についても行うことができることが示されたため，必要な箇所を修正 

（地震編第２章第２２節 Ｐ１３４，第３章第１０節 Ｐ２３０） 
（津波編第２章第２２節 Ｐ１３７，第３章第１０節 Ｐ２４２） 

（風水害編第２章第１５節 Ｐ１２９，第３章第１２節 Ｐ２６５） 

 防災基本計画の修正の反映 

 （１） 「熊本地震を踏まえた応急対策・生活支援検討WG報告」等を踏まえた修正 

 ○ 応急的な住まいの確保や生活復興支援 
    熊本地震での教訓を踏まえ，防災基本計画において住家の被害認定調査や罹災証明書の交付を行う部局を 
  あらかじめ定めること，応援の受入れ体制の構築等を計画的に進めること等が示されたため，必要な箇所を修正 

（地震編第４章第２節 Ｐ３２０，津波編第４章第２節 Ｐ３３５，風水害編第４章第２節 Ｐ３８６） 

 （３） その他最近の施策の進展等を踏まえた所要の修正   

     ○ 災害時の優先業務の絞り込み，全庁を挙げた体制の構築 
      台風第10号災害の教訓を踏まえ，防災基本計画において，市町村が躊躇無く避難勧告等を発令できるよう， 
    平時より災害時に優先すべき業務の絞り込み，業務を遂行するための役割を分担するなど，全庁をあげた体制 
       の構築に努めるべきことが示されたため，必要な箇所を修正 

（地震編第３章第３節 Ｐ１９３，津波編第２章第15節 Ｐ８９，風水害編第２章第16節 Ｐ１３２） 
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２ 主な修正点について 

２ 津波災害対策編 

 避難勧告等に関するガイドライン改定等の反映 

 （１） 避難勧告等の発令基準等の改正 

     国の 「避難勧告等に関するガイドライン」を反映した避難勧告等の発令基準について，必要箇所を修正 
  ・ どのような津波であれ，危険な地域からの一刻も早い避難が必要であることから，避難準備・高齢者等避難開 
   始，避難勧告は発令せず，基本的に避難指示（緊急）のみを発令する。 
  ・ 避難指示（緊急）の発令対象地域については，大津波警報，津波警報，津波注意報で発表される予想津波高 
   に応じて指定する。 

 （２） 津波避難ビルの指定要件等の改正 

    津波避難ビルの構造等の指定要件等について，必要な箇所を修正 
（津波編第２章第２３節 Ｐ１４２） 

 （３） 地域の住民等に配慮したハザードマップの作成 

      津波ハザードマップの作成について，住民等の生活範囲などを考慮した市町村界の外側を含めた地図情報 
   等の表示や基準配色を使用した浸水深の表示等，必要な箇所を修正 

（津波編第２章第９節 Ｐ６５） 
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２ 主な修正点について 

３ 風水害等災害対策編 

 １ 防災基本計画の修正の反映 

 （１） その他河川の浸水想定に関する情報 
     洪水予報河川，水位周知河川に該当しないその他の河川であっても，河川の状況に応じた簡易な方法も用   
   いて市町村等へ浸水想定の情報を提供するよう努める旨が示されたため，必要な箇所を修正 

（風水害編第２章第１節 Ｐ28） 

 ２ 水防法や土砂災害防止法の改正の反映 

 （１） 避難確保計画の作成 
     洪水浸水想定区域内又は土砂災害警戒区域内にあり，かつ市町村の地域防災計画に名称及び所在地を定 
   められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者の避難確保計画の作成を義務化及びその計画に基づいた避 
   難訓練の実施を義務化する規定が新設されたことに伴い，必要な記述を追記 

（風水害編第２章第９節 Ｐ８６） 
 （２） 避難確保計画作成を促す市町村の措置 
     避難確保計画を作成する義務のある要配慮者利用施設の所有者又は管理者が計画を策定しない場合，市 
   町村は施設に対して必要な指示を行い，指示に従わない場合には，施設名を公表することができる規定が新   
   設されたことに伴い，必要な記述を追記 

（風水害編第２章第９節 Ｐ８６） 

 ３ その他の修正 

 （１） 農業用ため池のハザードマップ策定支援 
     新たに市町村，施設管理者に対して，防災重点ため池のハザードマップ作成や公表に向けた支援を実施す 
   ることに伴い，必要な記述を追記 

（風水害編第２章第１節 Ｐ２９） 


